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要旨：
フランスの郊外、つまりバンリュー banlieuesは失業、エスニックマイノリティの比率の高さ、教育水準の低さを特徴とし、

長期にわたって周縁化または周辺化と結びつけられてきた。2000年以来、バンリューの「危機 crisis」は「ソーシャルミッ
クス social mixing」の政策を通して対処されてきたが、この政策の目的は、特定の近隣地域でのミックスコミュニティを促し、
郊外で「問題となっている要素 problematic elements」を弱めることである。しかし、この「社会の持続可能性のフ

解 決 策

ィックス
social sustainability fix」は、様々な結果をもたらしてきた。近隣地域のソーシャルミックスを高めることを根底とした政策
が、郊外の持続可能性に対する適切な解決策であるかどうか、また、実際に政策の意図した結果になったかどうかについて、
疑問が生じるであろう。本稿では、ソーシャルミックスの政策が、社会の統合 integrationを促すというよりは、むしろ居住
分化 segregationを強め、不平等と社会的排除に対する取り組みがほとんどなされていないと主張する。本稿では、郊外社
会の持続可能性を促進するという課題に対し、市民や近隣地域を基盤とする団体（アソシエーション associations）との協
力の下で実行できるオルタナティブな解決策があることを提案する。それは、将来的に社会の持続可能性の解決に取り組
む上で、より効果的なものとなるであろう。
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決策 Urban Planning and the Suburbs: Solutions for Sustainability from the Edges」の一部である。

１．はじめに

2018年5月、フランスのマクロン Macron大統領
は、フランスの郊外、つまりバンリュー banlieueに
おける不利益と貧困の問題に取り組むために、新た
な計画を始めた。バンリュー banlieuesは、長期にわ
たって周縁化または周辺化と結びつけられ、問題視
され、人々のイメージの中では、失業率の高い、教
育水準の低い、貧困が常に多い地域と特徴づけられ
てきた（Kokoreff & Lapeyronnie, 2013）。歴代の政府
は常に、様々な政策や計画によってバンリューの問
題を「フ

解 決

ィックス fix」しようとしてきたが、それは、
特に1980年代、1990年代、そして最近では2005年に
おいて、バンリューが散発的に発生した社会不安の
高まりの場所となってきたことに起因する（Jobard, 
2013）。
バンリューの危機 crisisに対処するための土台と

なる政策の1つは、2000年にさかのぼるが、「ソーシャ
ルミックス social mixing」の政策に焦点を当てたも
のである。その政策の目的は、住宅ストックの多様
化を通じて、特定の「問題の抱える problematic」近隣
地域でミックスコミュニティを促すことであった。
この政策には、住宅の取り壊しや建て替えの計画が
含まれており、老朽化した公的住宅を様々なタイプ
の住宅に変えることで、特定の地域での社会集団の
多様性を促進する。しかし、18年が経過した今、近
隣地域のソーシャルミックスを高めることを根底と
した政策が、フランス郊外の持続可能性に対する適
切なフ

解 決 策

ィックスであるかどうか、また、実際に政策
が意図した結果になったかどうかについて、疑問が
生じるであろう。
郊外の「持続可能性のフ

解 決

ィックス sustainability 
fix」を巡る議論（While, Jonas, & Gibbs, 2004）の中
で、社会の持続可能性の概念を追究することや、
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「フ
解 決

ィックス」を求める声に対してソーシャルミック
ス政策が社会の観点からどのように対応するかを
調査することは興味深いものである。持続可能性
という用語があまり馴染みのない用語であるなら
ば、「社会の持続可能性 social sustainability」という
用語はなおさら理解しにくいであろう。Shirazi and 
Keivani（2017）は、社会の持続可能性に関する研究
が着目する7つの重要な観点を明らかにすることを
含め、社会の持続可能性という用語が有する多様な
意味とその用語の概念化に注目している。7つの重
要な観点とは、文化の発展と多様性（e.g., Polèse & 
Stren, 2000）、手続きの特質 procedural quality（Koning, 
2002）、都市政策（City of Vancouver, 2005）、物理的
／非物理的な凝集 aggregation（Dempsey, Brown, & 
Bramley, 2012）、福祉 well-being（Bacon, Cochrane, & 
Woodcraft, 2012）、公平性 equityと民主主義（Murphy, 
2012）、そして能力形成 capacity building（Colantonio, 
2009）である。これらの7つのテーマのうち、文化の
発展と多様性は、多様な集団を公正かつ公平な just 
and equitable方法で統合 integrationし、ミックスコ
ミュニティを作り上げるという政策目的と最も密接
に結びついている。Polèse and Stren（2000, pp.15-16）
は社会の持続可能性について、次のように定義して
いる。

市民社会の調和のとれた発展と両立し、文化的お
よび社会的に多様な集団が共存できる環境を醸成
すると同時に、社会の統合を促進する発展（および
／あるいは成長）

本稿では、ソーシャルミックスの政策が実際には、
バンリューの課題を対処するようなミックスコミュ
ニティをもたらすことには至っていないということ
を論じる。この「社会の持続可能性」のフ

解 決

ィックスは、
政治 political、構造 structural、文化といった様々な
要因により、目的を達成することができなかった。
本稿では、ソーシャルミックスの政策が、社会の統
合を促すというよりは、むしろ居住分化 segregation
を強め、不平等と社会的排除に対する取り組みがほ
とんどなされていないと主張する。しかし本稿では、
郊外社会における持続可能性を促進するという課題
に対し、市民や近隣地域を基盤とする団体との協力
の下で実行できるオルタナティブな解決策があるこ
とを提案する。それは、将来的に社会の持続可能性
の解決に取り組む上で、より効果的なものとなるで
あろう。
本稿は、2012年から2014年において、フランスの

第2の都市（人口140万人）であるリヨン都市圏 Lyon 
agglomerationを対象に実施した調査を基にしてい
る。グラン・リヨン the Greater Lyonの東端に位置
するヴォー＝アン＝ヴラン Vaulx-en-Velinという労
働者階級が居住する郊外地域を対象に、都市再生政
策やコミュニティに関する協議、住宅の住み替え 
rehousingについて調査を行った。この地域は戦後の
都市化の第一波の中で開発され、1959年に約1万人
であった人口が、1968年には2万人を超えた。1982
年には約44,000人となり、人口のピークを迎えた。
人々は、主にグラン・アンサンブル grands ensem-
blesと呼ばれるフランスの都市周辺部の特徴となっ
ているタワーや高層アパートのような集合住宅団地
に居住していた。しかし1990年代に入ると、裕福な
世帯の転出によって人口は徐々に減少した。2000年
代は約4万人で推移し、人口は停滞した。2010年以
降、主に都市の中心部や工業跡地で新築の住宅が建
設されたことにより、人口は再び増加し、2015年に
は47,000人を超えた。本稿では、社会の持続可能性
とソーシャルミックスの観点から、主要なアクター
やステークホルダーに対する半構造化インタビュー
を参考とし、公共政策に関する公文書やその他の文
献を分析することによって補完する。したがって本
稿は、社会の持続可能性に焦点を当てて解釈したイ
ンタビュー資料の独自的な分析結果を提供するとと
もに、初期の研究プロジェクトから得られた総合的
な知見を提供するものである。
郊外は時空間をまたいだ複数の空間的表出を伴う

極めて多様な景観 landscapeであるということに注
意を払うことが重要である（Keil, 2013）。本稿では、
フランスの都市の近郊edgeに位置する周辺部の高層
住宅団地に焦点を当てるが、フランスには多様な郊
外の体制 regimesやポスト郊外 post-suburbanの体制
がある（Charmes & Keil, 2015）。それには、スプロー
ル、自動車依存、サービス供給の結果による、環境
保護に関する持続可能性の問題を有する低密度な
周辺地域の都市化 low density peri-urbanizationとい
う北米のモデルの事例を含んでいる（Touati-Morel, 
2015）。本稿における関心は、主に不安定な移民が
住む「インナーリングおよびミドルリング inner- and 
middle-ring」の郊外であり、そこでは主要な政策と
して「部分的に住宅を取り壊すことを通した都市再
生 urban renewal through partial demolition」が行われ
てきた（Charmes & Keil, 2015, p. 595）。
本稿では、まず2章において、フランスの郊外の
歴史を概観し、国家的な「都市政策 Politique de la 
Ville、つまり条件不利地域のための都市政策 Urban 
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Policy for Disadvantaged Neighbourhoods」を通して、
フランスの郊外地域に焦点を当てた政策の詳細を説
明する。3章では、ソーシャルミックスの政策を批
判的に検証し、その根底にある前提と結果的に生じ
る効果について調査する。4章では、社会の持続可
能性に関連する「持続可能性のフ

解 決

ィックス」に代わる
案を検討し、結論として5章では、フランスの事例
を北米の文脈に当てはめ、教訓を提示する。

２．バンリュー：成長と衰退

バンリューは、フランスの都市化の歴史の中にお
いて特殊な地域である。1950年代半ばから戦後の
住宅危機への対応として、フランスの多くの都市
の境域edgeに大規模な社会住宅の団地 social housing 
estatesが開発された。建設規模と建設スピードは未
曾有のものであり、都市の周辺部に大規模な住宅団
地が急速に建設された。質の悪い建築資材を使用す
ることや、総合計画がないこともしばしばであった。
1954年から1973年にかけて、社会住宅団地に600万
戸の新築住宅が建設されたが、これは現在のフラ
ンスの住宅ストックの20％に相当する（Charmes & 
Keil, 2015）。多くの新しい世帯は、インナーシティ
や農村の住宅に代わる好ましい住宅として、これら
の住宅計画に魅力を感じた。これらのシテcités（住
宅団地estates）は、社会住宅への入居を促すだけで
はなく、政府の助成を受けた住宅団地建設計画を通
じて経済成長を促進するという意味で、フランス社
会における福祉国家の重大さを表すシンボルと見な
された。
しかし、1970年代にバンリューに対する認識が変
化し始めた。その理由は当時の状況を説明するのに
役立つ3つの要素によるものであった（Tissot, 2007）。
1970年代までは、フランス国籍を持たない人々は、
社会住宅の家主の差別的な行いが原因で、社会住宅
に入居することがほとんどできなかった。1960年代
に北アフリカと西アフリカのフランスの旧植民地か
ら大量に来た移民は、主にインナーシティにある標
準以下の住宅や、都市の近郊にあるインフォーマル
なスラム街bidonvillesで住む場所を見つけた。1970
年代初頭には、政府が大規模なスラムクリアランス
計画を開始し、その後、社会住宅の家主は移民を入
居者として受け入れることを義務付けられ、様々
な民族が混住するシテへと移行し始めた。第2に、
1970年代初頭には住宅政策が変化し、社会住宅の建
設から、低金利ローンによって国が持ち家を奨励す

るという体制へ移行した。そのため、中流階級の
世帯が社会住宅から持ち家セクターに移り、代わ
りに移民の世帯が公営住宅団地に移ってきた。第3
に、バンリューの住民の社会経済的地位も変化し
た。多くの人々は、非熟練の肉体労働者として雇用
されていた。しかし、1973年の世界的な石油危機と
その後の経済再編によって多くのシテの住民が不要
となり、多くの場合、外国人労働者が先に職を失っ
た。以上のように、エスニックマイノリティの多さ
や、著しい経済的排除と社会的排除によって貧困と
居住分化の町という特徴を持つようになったバン
リューの歴史は、シテが「先進的な周縁部 advanced 
marginality」の場所と見なされている現状を説明す
るのに役立つ（Wacquant, 1996）。フランス社会にお
けるこのような深刻な不平等の結果、フランス社会
の主流から排除されていると感じていた郊外の若い
住民（住民の多くがエスニックマイノリティである）
の間で憤りが高まり、1980年代初頭に暴動が巻き起
こった（Dikeç, 2007）。
フランスにおけるエスニシティの問題は、自由、

平等、友愛という共和国の価値に埋め込まれた理想 
idealsに根差しており、複雑である。その基本的な
主義は、市民がエスニシティや宗教によって定義さ
れるのではなく、普遍的な市民に関係している。そ
れゆえに、歴史的に貧困に対処するために策定され
た政策は、不平等を強めるエスニシティの役割 role
については何の言及もなく、「人種に目を向けない
colour-blind」ものであった。しかし、1980年代には、
バンリューにおける社会不安への対応として、バン
リューの「社会問題」に取り組むための言説 discourse
にエスニシティの問題が織り込まれ始めた。政治
家もメディアも、バンリューの騒動と移民の多さ
とを結びつけていた（Tissot, 2007）。その結果、「条
件不利地域のための都市政策 Urban Policy for Disad-
vantaged Neighbourhoods」が1980年代後半に導入さ
れた。その政策は社会の再生に重点を置き、ローカ
ルな開発、社会的紐帯の強化、コミュニティの結び
つきの促進、市民参加の促進などの施策を盛り込ん
だものであった（Busquet, Hérouard, & Saint-Macary, 
2016）。当時、物理的な建物の改修や取り壊しにつ
いてはあまり重視されていなかった（Tissot, 2008）。
しかし、1990年代後半になると政界では、これま

での「ソフトな」取り組みは、バンリューの増大する
都市危機を解決できなかったと思われるようになっ
た（Lelévrier, 2004）。このような取り組みの変化は、
1990年代に出現した反ゲットー主義の言説と結びつ
いており、貧困の集中（それと関連して、エスニッ
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クマイノリティ）は郊外のゲットー化へとつながる
のではないかという懸念があった。また、より多様
な人々（「中流階級」）を魅了するために、高層ビル
を取り壊すことによってスティグマを取り除くとい
う説話も、バンリューのイメージを変える必要性を
高めるために用いられた。したがって、住宅団地の
取り壊しによる空間の改造は、ゲットーの固定化を
防ぎ、近隣地域のミックス居住化を促すものと考え
られた（Deboulet & Abram, 2017）。

３．ソーシャルミックス：持続可能性のフ
解 決
ィックス？

ミックスコミュニティを促すことは、2000年から
フランスの都市政策の中心となってきた。大都市圏
のすべての自治体に社会住宅の割合の下限を設定す
ることを義務付け、一方で特定の地域の社会住宅を
取り壊してミックスされた所有形態の住宅に置き換
えた。2000年に社会党政府は、連帯と都市再生に
関する法律 Law on Solidarity and Urban Renewal（Loi 
Relative à la Solidarité et au Renouvellement Urbain、
以下SRUとする）を施行した。この法律は、大都市
圏で一定の人口を超える全ての自治体（5万人以上の
大都市圏に含まれており、人口が3,500人以上、グ
ラン・パリ the Greater Paris areaの場合は1,500人以
上の地域）に対し、2020年までに住宅ストックの少
なくとも20％を社会住宅として供給し、守らなけ
れば罰金を科すことを義務付けた（Desponds, 2010）。
2014年には、深刻な住宅不足を抱える地域における
社会住宅の最低要件が25％に引き上げられ、罰金は
地域の社会住宅の不足分に応じてそれぞれの自治体
で引き上げられた。この取り組みは、2002年以降、
左派から右派への政権交代を経て補完された。
シラク Chirac大統領による右派の政権下では、

2003年にボルロー法 Borloo Actが制定されたが、
2005年に開始する全国都市再生計画 Program Nation-
al de Rénovation Urbaine（PNRU）によって、社会住宅
のかなりの部分を取り壊し、ミックスされた所有形
態の住宅に置き換えるという明示的な指針を有する
形で制定された。最初の政策であるSRUが社会住宅
をより裕福な自治体に再分配することを目的として
いるのに対し、ボルロー法は、主に高層住宅を取り
壊すという「脱垂直化 de-verticalization」（Veschambre, 
2018）と、ミックス居住の住宅開発の再建を通して、
単一所有形態の社会住宅地区にミックスされたコ
ミュニティを導入することを目指している。その政
策は、表面上は標準以下の住宅を取り壊すことを目

的とした政策であったが、Deboulet and Abram（2017, 
p. 145）は次のように示唆している。

取り壊しの度合いは、建造物の質ではなく貧困の
拡大に基づいているという説明が可能であり、お
そらく最も取り壊しが行われている所は、フラン
スの元植民地や東欧諸国から移住してきた世帯の
集中を反映しているのであろう1）。

社会住宅の家主に補助金を出すという住宅の新築
計画とともに、民間のデベロッパーは税金の還付を
利用することによって優遇され、同じ量の社会住宅
を1軒ずつ建て替えるように促されたが、取り壊し
た住宅を建て替え前と同じ標準や同じ価格帯の住
宅に置き換える必要はなかった（Deboulet & Abram, 
2017）。
どちらの政策も「ソーシャルミックス」というス

ローガンの下で推進されており、貧困の集中は、
いわゆる「近隣効果 neighbourhood effects」（Buck, 
2001）、すなわち貧困地域に住むことが不利益を高
め、不利益を再生産するという仮定の観点から、地
域の問題の主な原因の1つであると考えられている。
ミックスコミュニティを奨励する都市政策には、主
に2つの基本的な暗黙の理論的根拠がある。第1に、
条件不利地域に引っ越してきた新中産階級の世帯
は、市民的態度が優れていることから、特に学校の
学習環境を向上に導くことで、地域住民にとってプ
ラスの影響になることを示唆している。第2に、社
会経済的に多様な人口が住むことは、雇用に就く可
能性が高いので、ローカルな潜在能力 capacityを向
上させるソーシャル・キャピタル social capitalの交
換を通して、既存の住民にさまざまな機会を提供す
ることを示している（Provan, 2017）。しかし、大西
洋を挟む両大陸で行われた研究では、貧しい世帯
の経済的な機会が、貧しい世帯が裕福な地域へ移
住することで大きくなるのか、中産階級の世帯が
条件不利地域に移住することによって大きくなる
のかについては、実際のところ明らかになってい
ない（Musterd, Andersson, Galster, & Kauppinen, 2008; 
Oreopoulos, 2003）。同様に、学校における仲間の効
果peer effectsについての根拠も明らかになっていな
い。社会経済的な背景が子どもの学習成果に対して
与えた影響について分析した研究の約半数は、その
ような影響は見られないと述べている。残りの半数
の研究では、やや影響があると示している（Brandt, 
2018; Sacerdote, 2014）。したがって、ミックスコミュ
ニティが条件不利地域のコミュニティにプラスの結
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果をもたらすという仮定は、明確に実証されていな
い。

SRU政策は、シェアの低い状態からスタートした
自治体の社会住宅ストックの増加に少なからず貢献
していることを示す証拠がある（Bono, Davidson, & 
Trannoy, 2012）。だが、リヨン都市圏の中では裕福
である、西部地域に位置するサン・ディディエ・オー・
モン・ドール St Didier au Mont d’Orのように、常に
目標を達成できていない主要な自治体もある。しか
し、条件不利地域での住宅の取り壊しがソーシャル
ミックスの全体に効果を及ぼすかどうかは疑問であ
る。あるNGOの活動家が強調しているように、最
も貧しい層の入居者が退去するという問題がある。

もちろん、入居者に将来の姿を示すと、入居者の
多くは「そうしたい」と言うが、今後どうなるかは
分からない。それと同時に、家賃を払った人々を
選別し、分類していたので、住民の中にはもうこ
こには住めないこともあるということを知らされ
ていない人もいる。彼らは新しい住宅に住み替え
させられる。家賃の支払いに問題がある人は、選
考委員会の前に出て行く。そのようなことは彼ら
には言わない。（Mechmache, 2014, 著者訳）

このような最も弱い立場にある住民に影響を与え
る潜在的な社会問題が対処されることはなく、この
ような人々は他の近隣地域にある質の悪い低家賃
の住宅に移されることが多い（Kirszbaum & Epstein, 
2010; Posthumus, Bolt, & Van Kempen, 2013）。近隣地
域に再び居住している人々は、以前よりも高い家賃
の支払いに直面していることが多く、管理費（建物
を維持するために毎月支払う共益費）が大幅に値上
がりしているため、出費がとても増えている。この
ように、以前はアフォーダブルであった住宅は、地
域で最も不安定である人々の手に届かない住宅へと
置き換えられつつある。
このような「分類 sorting」は、Rousseau（2015）に
よって示されている。Rousseau（2015）は、グラン・
リヨンの自治体が新築住宅を割り当てる際、地域と
の「適合性fit」を調査するために、居住候補者のプロ
フィールを慎重に評価しているということを明らか
にしている。Rousseauは、裕福なリヨン西部の自治
体 communesと労働者階級の町であるリヨン東部の
自治体とを比較し、西部では以前から住んでいる人
が優先されるのに対し、東部では、都市圏の東部に
住んでいた中流階級の世帯に住宅が割り当てられ
る傾向が強いということを明らかにした。高密度

化 densificationの「政治化 politicization」と自治体間レ
ベル the intercommunal levelでの規制は、ソーシャル
ミックスに大きく寄与すると思われる人口の再配分
の可能性を制限してしまっている（Rousseau, 2017）。
しかし、新しくミックス居住の住宅開発を行うこ

とは、社会集団間 between social groupsの関係の強
化を必ずしも促進するものではない。再開発地域に
来る新しい世帯は、他の地域で貧困度合いの高い社
会住宅high-poverty social housingに住んだ経験がな
い限り、ミックスコミュニティを作らず、社会住宅
の入居者とまとまらないことが多い。また、住宅の
取り壊しは、より裕福な入居者の退去を促し、近隣
地域をさらに分断させるということが明らかになっ
ている（Lelévrier, 2010）。近隣地域に留まる入居者、
特に若い世代の入居者は、住宅の取り壊しを攻撃 
an attackと見なし、自らの居住地の確保のために裕
福な住民を立ち退かせようと考えている（Observa-
toire national des zones urbaines sensibles, 2013）。さら
に、再開発計画に対する世間の受け入れは損なわれ
ている（Kirszbaum, 2010）。このように、ソーシャル
ミックスを促すという本来の目的からすると、以上
の政策は、貧困の根底にある問題への対処や、最も
恵まれない世帯の住宅状況を改善することには効果
がないということが示されてきた。

４．社会の持続可能性に向けた「メイド・イン・
ザ・バンリュー」の解決策

Cour des Comptes（2012）が都市政策 Politique de la 
Villeの10年間について考察した批判的な報告書によ
ると、ソーシャルミックスの政策を含む10年間の介
入にもかかわらず、近隣地域間の著しい不平等が持
続しており、同じ期間中に優先的な助成の対象とな
る地域の数が増加したことが示されている。マクロ
ン大統領が最近発表した、バンリューの危機に対処
するために国が介入する新しい計画は、上記の批判
への対応と考えられるが、執筆時点で提案されてい
る計画の詳細は乏しく、評論家は、未就学児のため
に供給する保育所の不足など、貧困と社会の持続可
能性の問題に取り組むための中身のある具体的な政
策はほとんどないと述べている（Coulevaire, 2018）。
では、社会の持続可能性についての不安に対し、

「メイド・イン・ザ・バンリュー Made in the ban-
lieue」の解決策はどのような形をとるのであろうか。
社会の持続可能性の解決策である「メイド・イン・ザ・
バンリュー」を考えるための起点は、住宅の改修や
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リノベーションが可能であることや、改修やリノ
ベーションをするほうが好ましい場合に、住宅の取
り壊しの優先順位を再考することであろう。既存の
コミュニティには潜在的なエネルギーがあり、長年
の経験を共有することによって築いてきた人々のつ
ながり relationshipsがある。住宅の取り壊しは、影
響を受ける人々に対して有害であることが示されて
いる（Veschambre, 2008）。住宅の取り壊しや近隣住
民、友人、家族の立ち退きによって分断されたコミュ
ニティは、プレカリアートの近隣地域 precarious 
neighbourhoodsにおける社会の持続可能性に対して
深刻な影響を及ぼす可能性があり、それと同時に、
立ち退きや他の近隣地域への住み替えを余儀なくさ
れた人々は、孤独や追い出し、友人および支援組織
との日々の接触の断絶によってトラウマになる可能
性がある。「メイド・イン・ザ・バンリュー」の解決
策は、「戻る権利 right to return」を提供し、強制的な
転居や他の場所への住み替えを避けるために、住宅
を取り壊す計画をローカルなコミュニティの住民投
票に委ね、地域内に再び住むという選択肢を十分に
与えることである。
住宅の取り壊しとその負の結果を避けるためのさ
らなる解決策として、入居者がリノベーション会社
と協力して建物をアップグレードするという試みが
ある（Brandt, 2018）。専門的な支援や、指導、資材
の提供を受ける、地域に根差したアソシエーション 
associations（居住者の団体）は、研修やその他の教育
プログラムを通して、自己主導的な改修プロジェク
ト self-directed rehabilitation projectsという形で協力
できるだろう。これは、リノベーションプロジェク
トへの参加や、地域への個人的な投資、社会的ネッ
トワークおよび職業的ネットワークの構築、技能の
向上による建設業界での雇用機会の創出など、様々
なレベルで社会の持続可能性に貢献できるであろ
う。このような計画はドイツ（Blanc, 2013）やアメリ
カ（Kirszbaum, 2013）で成功しているが、研修の実施
主体や地元企業にこの計画を取り入れてもらうため
には、政治的な支援が必要である。
社会の持続可能性を高めるためのもう1つの取り

組みは、初期の段階からリノベーションプロジェク
トに協議を埋め込むことである。フランス会計院
の報告書 The Cour des Comptes report（2012）は、都
市政策 Politique de la Villeにおいて意味のある協議
が行われていないと批判しており、住民は進行中の
大規模な再生プロジェクトに関する情報を知らされ
るだけで、プロジェクトの基礎に影響を与える機会
がないという。フランスの現職議員の一部は、フラ

ンスの制度内に強固に埋め込まれた代表民主主義へ
の愛着により、住民参加型の民主主義に対して大き
な抵抗がある。これは、フランスにおける「一般利
益 general interest」という概念に関連しており、その
概念は、中央に権限が委譲された国家 a centralised, 
devolved stateや、ローカルな代表によって定義され
ている。対照的に、アングロサクソンの文脈に当て
はめると、これに相当する概念は「集団的な利益 the 
collective interest」であり、「共通善 common good」に
関連する。「共通善」は、責任の共有という考えと深
く結びついている。アングロサクソンでは伝統的に、
「共通善」は異なる視点からの折衝を経て決定される
が、フランスの「一般利益」は、普通選挙によって選
出され、意思決定権を掌握しているフランスの公人 
French public officialsが維持していると考えられてい
る（Rosanvallon & Goldhammer, 2008）。したがって、
Gardesse and Zetlaoui-Léger（2017, p. 200）が主張する
ように、「選挙で選ばれた議員 officialsと有権者との
間、そして公的に委任された都市計画の専門家と住
民との間には、深い階層的な溝が形成されている」
のであり、住民参加型のプロセスは、選挙で選ばれ
た議員と行政関係者の正統性を脅かすことになる。
ローヌ・アルプ州政府 Rhone-Alpes Regional Govern-
mentで選出された緑の党の議員が、インタビューで
次のように述べている。

我々はコミュニティの協議について話し合ってい
るが、実際に何かをするとなると、我々は市民の
参加を恐れて隠れてしまう。我々は市民の話を聞
くことを恐れ、市民の言説に動揺することを恐れ
ている（Personal communication, 17th April 2013, 筆者
訳）

Gardesse and Zetlaoui-Léger（2017, p. 205）は、「都
市開発に対する住民参加を規制する政治上の取り組
みは、意思決定のプロセスを変えたいという本当の
政治的な願望よりも、代表制というフランスの民主
主義システムに対する潜在的なリスクを懸念してい
る」と述べる。
この指針に対応するため、2014年に市民評議会

conseils citoyensが創設され、都市計画の戦略を共同
で作成することにより、早い段階でコミュニティと
関わりを持つようになったが、それらの初期に現れ
る効果は様々である（Martinais, Daquin, & Martinez, 
2018）。このような協議を上手く進めるためには、
コミュニティと市議会との間に信頼関係を構築する
ことが必要である。単にコミュニティの話を聞い
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て、その後無視されるというようなものではなく、
実際にコミュニティの声が聞かれ、その声を基に計
画が実行されるという安心感を、コミュニティに
与える必要があろう。Bacqué and Mechmache（2013）
は、都市担当省 the Ministry for Urban Affairsに対す
るの報告書の中で、協議を通じて出された住民の構
想に対して財政的な支援を提供するという取り組み
を提案しているが、フランス議会は宗教や民族に基
づく反対派の出現を部分的に懸念しており、上記
の提案を採用することには消極的である（Gardesse 
& Zetlaoui-Léger, 2017）。意見を尊重および配慮した
上で住民の声をまとめる「郊外の新しい統治性 new 
governmentality of the suburbs」（Deboulet & Abram, 
2017, p.151）が必要である。
バンリューは、長期的な失業、教育や技能の不足、
地域の雇用機会の乏しさなど、バンリューの人々や
場所に影響を与える基本的な構造上の問題 structural 
issuesに対処するための公共政策の失敗により、何
十年にもわたって危機を耐えてきた。社会の持続可
能性の問題に対するもう1つの解決策は、ミックス
されたコミュニティを促すための住宅開発ではな
く、物理的に孤立している近隣地域において、仕事
やサービスにつながるものなど、バンリューの構造
上の問題に目を向けるようなより広範な計画に焦点
を当てることであろう。取り組みの例として、仕事
へのアクセスを高めるために、また、サービスやそ
の他の施設へのアクセスを高めるために、交通イン
フラを改善することが考えられる。これは、地域の
住民が雇用の機会をさらに得られるようになり、収
入が増加した人々が他の場所へ移住するのではな
く、地域に留まることを選ぶようになるため、結果
としてさらなるソーシャルミックスをもたらすこ
とになろう。あるNGOの活動家が、パリ東郊の条
件不利地域の再生計画について次のように述べてい
る。

人間面、社会面については全く計画されていなかっ
た。交通の問題は、我々の地域では取り上げられ
ていない。交通の便が良くなければ、企業がここ
に進出してくることはないだろうし、どうやって
会社を設立するのか考えられない。学校が建設さ
れていないので、様々な人々の交流が起こらない。
インフラが整っていないこの地域に誰が来るだろ
うか。交通の便が悪く、仕事や学校がない場所に
人々は住まないであろう。（Mechmache, 2014, 著者
訳）

社会の持続可能性は、「近隣地域全体 whole neigh-
bourhood」という取り組みによっても強められるで
あろう。その取り組みは、他の地域での諸機会への
アクセスのために、当該地域を開放することである。
上記の取り組みを成功させるためには、技能の需要
を評価することや、必要に応じて特別な研修や基本
的な職場の技術、語学研修を提供することに関し
て、地元の雇用者と協力する必要がある。リノベー
ションプロジェクトでは、企業が最初に1週間のう
ち一定の時間だけ地元住民の雇用を義務付けるとい
う地元雇用の条項 local employment clausesを盛り込
むことができるであろう。アクセシビリティ、雇用、
研修の問題が組み合わさった「近隣地域全体」つまり
「総合的な取り組み integrated approach」という考え
方は、EUが持続可能な都市開発の政策の中で提唱
しており、多くの文脈において、周縁化されたコミュ
ニティに雇用等の諸機会を提供することによって、
成功していると証明されている（Carpenter, 2011）。
最後に、住宅の取り壊しの有無にかかわらず、新

しい住宅開発を通して人口増加の影響を受ける地域
では、新しい世帯の社会的統合が社会の持続可能性
に影響を与える重要なポイントとなる。これは近隣
地域のイベント neighbourhood events、つまり新し
い住民の流入から生じる社会の持続可能性の問題に
対処する「メイド・イン・ザ・バンリュー」の解決策
によって促進される可能性がある。ストリートパー
ティー street party、庭先での販売 yard sale、共同庭
園や共同菜園のような、多くの人々に共通するコ
ミュニティイベント community eventsは、異なる社
会集団をまとめ上げ、昔から住む住民と新しい住民
のつながりを構築する手助けになると示されている
（Stevenson, 2016）。

５．おわりに

マクロン大統領による郊外のグランド・プラン 
grand planは、過去20年間に他の政策が失敗したバ
ンリューにおいて生じている不利益を対処すること
が目的である。社会住宅が不足している裕福な自治
体で社会住宅の建設を促進することや、条件不利地
域における住宅の取り壊しの実行のように、バン
リューでは2000年以降、ミックスコミュニティと
社会の統合を促すために、ミックスされた賃貸住
宅の建設を伴ったソーシャルミックスの政策が実
施されてきた。この政策は、郊外で持続的に生じ
ている不利益の問題に対する「社会の持続可能性の
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フ
解 決 策

ィックス social sustainability fix」であると解釈でき
る。しかし、本稿で論じているように、ソーシャル
ミックスの政策は、バンリューにおける不平等や社
会的排除を解決することに対してほとんど役立って
こなかった。一方で、フランスの都市の近郊に立地
する裕福な郊外地域は、地域内の社会住宅の比率を
高めることよりも、罰金を科すことを望んでいる。
しかし、政治的意思 the political willがあれば、未
来像を提示する解決策、つまり郊外の条件不利地域
の社会の持続可能性に対処するための解決策は確か
に存在する。このような解決策は、住宅の改修より
も取り壊しが優先であることに対する批判的な疑問
に基づいており、近隣地域の将来に関する協議を
通じて住民と関わりを持ち、これまで声が届かな
かった人々に声を届けることである。Gardesse and 
Zetlaoui-Léger（2017, p. 211）が論じているように、「私
たちの日常生活の空間は、それを利用し共有する
様々なアクターの協力によって生み出されるもので
なければならないという意識が高まっている」ので
ある。このような「メイド・イン・ザ・バンリュー」
の取り組みは、政策の中心に市民を置くため、市民
が思い描く地域のビジョンを優先させ、将来に好機
を与える総合的な戦略を構築する。
このようなフランスのバンリューの問題は、都市
の近郊に低密度の一戸建て住宅が広がる北米の郊外
の景観の典型的なイメージとは全く対照的である。
しかし、Charmes and Keil（2015）が指摘するように、
カナダは郊外の景観が多様であることが特徴的であ
り、周辺部に高層住宅団地が立地するフランスと類
似したパターンが見られる。カナダの郊外は、フラ
ンスよりも遅くに作られたとはいえ、貧困層やエス
ニックマイノリティの人々が集中しているのが特徴
である。カナダでは住宅がより最近に作られたもの
であるということを考えると、一般的には住宅の取
り壊しという不安 spectreが、住宅に差し迫ってい
るわけではない。しかし、フランスのバンリューと
同様に、孤立や、不利益の集中、雇用機会の欠如に
関連する問題があり、社会的な観点から「持続可能
性のフ

解 決 策

ィックス」の恩恵を受けることになるであろ
う。近隣地域社会の将来に関わるボトムアップの取
り組みは、対話、エンパワメント empowerment、社
会的な公平性 social equityに基づくコミュニティの
構築を通して、持続可能な社会の支柱に貢献するこ
とができる。このような大西洋をまたぐ教訓は、よ
り社会的で持続可能な郊外社会の未来の構築に貢献
できるような政治上の選択肢を提示している。
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注

1） フランスにおける民族ルーツに関するデータが不足して
いるため、裏付けることはできない。
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